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保幼小連携におけるアプローチカリキュラムに関する研究の動向と課題

池　田　孝　博＊・杉　野　寿　子＊・大久保　淳　子＊＊

鷲　野　彰　子＊＊・中　原　雄　一＊＊・伊　勢　　　慎＊＊＊

要旨　国際的に幼児教育への注目が集まる中、就学前から小学校への円滑な接続が求められてい

る。保幼小連携教育のうち、就学前は「アプローチカリキュラム（AC）」と呼ばれる。本研究

の目的は、ACについて言及された研究の動向を整理し、今後の課題について検討することにあ

る。関連する文献を、ACの考え方、実態、行政および現場における取り組みに対する分析・評

価という視点で整理した。保幼小連携の出発点は小１プロブレムにあることは否定できないもの

の、ACには小学校の準備教育ではないことを前提とする「連続性」が求められる。しかしながら、

多くの事例でカリキュラムの具体化への現場の苦慮が示唆された。また、行政主導による現場の

連携とともに、現場間の連携が課題である。さらに、カリキュラムの有効性の検討は少ない。保

育者養成機関による、それらの連携への関与や、カリキュラムの科学的検証が求められる。

キーワード　 保幼小連携、接続教育、アプローチカリキュラム

１．緒言

　OECD（2012）が、質の良い保育・幼児教育

が子どもの幸福な人生を保証するだけでなく、

社会経済の発展に影響を及ぼすことを示すな

ど、世界的にも就学前の教育に対する注目が高

まりつつある。「子ども・子育て支援」関連３

法の2015年の施行により、国を挙げて子育て支

援の体制が整備されている。このような中で、

古橋ほか（2018）は、子ども・子育て支援に関

する新制度移行後の基礎自治体における保育・

幼児教育に関する取り組みの実態を自治体規模

との関連で検討し、大規模な自治体に比べて、

小規模自治体では、保幼小の連携、保育者の研

修、特別支援教員の取り組みに課題を有してい

ることを明らかにした。さらに、子ども教育に

関わる教育研究機関として、保育者養成のみな

らず地域社会の保育・幼児教育の質向上に貢献

するのため、全国の小規模自治体における保

育・幼児教育の先進的な取り組みについて調査

が行われた（古橋ほか，2019）。

ところで、古橋ほか（2018；2019）の調査
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によって明確になった小規模自治体の課題の中

の一つとされた保幼小の連携については、国立

教育政策研究所教育課程センター（2005）に

よって、幼稚園から小学校への接続を滑らかに

することが提案され、今般の保育所保育指針、

幼稚園教育要領および幼保連携型認定こども園

教育・保育要領においても就学前と小学校の連

携・接続の必要性が示されている。保幼小連携、

すなわち接続教育は、「学校生活への適応」、「互

恵性」、「学びの連続性」という３つの意味を持

つとされる（和田，2002）。また、秋田・第一

日野グループ（2013）は、保幼小の連携や接続

に対する国際的な視点として、小学校教育のた

めの就学準備教育、学校教育の始まりとしての

生涯教育の基盤、乳幼児の園と児童の学校とい

う異質な文化の出会いの場という考え方を示し

ている。さらに、政策としての就学前と小学校

の接続カリキュラムを概観している福元

（2014）は、そこに学校体系改革志向を目指す

ものと、小１プロブレムの予防を目的としたも

のという２つのアプローチがあると述べてい

る。ただ、実態としては、1990年初頭の「小１

プロブレム」によって就学前教育と小学校の接

続が注目されたと考えるのが一般的なようであ

る（掘越，2017）。

さて、このような社会の状況や教育の在り方

に関する考え方を背景として注目された保幼小

連携であるが、その中でも、就学前の幼児が円

滑に小学校の生活や学習へ適応できるようにす

るとともに，幼児期の学びが小学校の生活や学

習で生かされてつながるように工夫された５歳

児のカリキュラムは、「アプローチカリキュラ

ム」、幼児期の育ちや学びを踏まえて、小学校

の授業を中心とした学習へうまくつなげるた

め、小学校入学後に実施される合科的・関連的

カリキュラムは、「スタートカリキュラム」と

して区別されている（国立教育政策研究所，

2011）。ただ、「アプローチカリキュラム」とい

う用語それ自体は、比較的早い段階から先進的

な自治体で用いられ、横浜市においては既に

1990年頃に使用されていたという指摘もある

（藤谷・橋本，2017）。

保幼小連携の教育実践に関しては、近年様々

な事例が展開されており、それらの取り組み

は、幼児教育研究センター（https://www.

nier.go.jp/youji_kyouiku_kenkyuu_center/

y_index.html）によって、データベース化が

進められている。一方、教育実践の充実と呼応

して、保幼小連携をテーマとした研究成果も散

見され、田中（2011）、岩立（2012）および金

子（2019）によってそれらの研究動向が整理さ

れている。しかしながら、それらは就学前から

小学校の教育を網羅的に確認したものや、取り

組みの紹介に留まるものであり、保育・幼児教

育に焦点化されたものではない。特に就学前に

あたるアプローチカリキュラムについては、実

践事例に比べ、学術研究の成果が十分とは言え

ない。そこで本研究では、保幼小連携に関する

文献のうち、アプローチカリキュラムにあたる

就学前の教育・保育について言及された研究に

注目してその動向を整理し、今後の課題につい

て考察を試みる。

２．方法

　本研究で取り扱う文献は、国立情報学研究所

が運営する学術論文や図書・雑誌などの学術情

報データベース（Citation Information by 

National Institute of Informatics; CiNii）を

用い、「保幼小連携」「接続教育」「アプローチカ
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リキュラム」等のキーワードを用いて検索され

たものや、検索された文献に引用されたものを

対象とした。なお、それらは2020年８月14日現

在の検索・閲覧結果に基づくものである。

　検索された文献について、そこで言及される

内容に基づいて観点別に整理した。本研究で確

認した観点は、①アプローチカリキュラムの考

え方、②保幼小連携教育の実態調査、③行政に

おける取り組み事例の検討、④具体的なカリ

キュラムの検証である。その上で、アプローチ

カリキュラムを中心とした保幼小連携の今後の

課題について若干の考察を試みた。

３．アプローチカリキュラムの考え方

小学校学習指導要領と幼稚園教育要領・保育

所保育指針における教育（保育）課程の変遷に

ついて接続教育の視点で整理している南本

（2018）は、1989年の学習指導要領の改訂によ

る生活科の創設を契機として、幼小の連携・交

流が注目されたと述べている。

また、小山（2009）は、保幼小連携の動向や

実践報告の分類を行い、小学校では保育所・幼

稚園での子どもの育ちを踏まえた教育内容・教

育方法の工夫が必要であるが、保育所・幼稚園

では小学校の指導内容を早期に教育すべきでな

いと述べている。さらに、幼児期の保育で目指

すことをおさえながら円滑に小学校就学に移行

できるように、学びの連続性の観点から教育の

目標・内容・方法を改善することの重要性を強

調する。

一方、上野（2007）は、幼児教育が抱えてい

る問題を整理した上で、小学校との連携を円滑

に進めるにあたって、就学能力に着目し、その

能力を使って展開される遊びと活動を記述する

ことが保幼小連携の課題であると述べている。

さらに、幼小接続カリキュラムの政策動向を

整理している福元（2014）は、学校体系改革と

小１プロブレム予防の２つの流れによって、幼

児教育が、普通教育として再考される可能性を

模索しつつも、接続の要請と独自性の確保の葛

藤を抱え、国家戦略としての義務教育改革に押

されてきたこと、さらに協同的な学びによる再

編と揺らぎに直面してきたことを指摘してい

る。

最後に、丹生（2017）は、幼児教育・保育の

実践者が作成した、小学校１年生の国語を見据

えたアプローチカリキュラムについて検討し、

熟練者の機能させた思考様式を明らかにしてい

る。その結果、熟練した幼児教育・保育の実践

者であるほど、アプローチカリキュラムの作成

において、子どもたちに授業に十分参加できる

ような知識、理解、スキルの獲得を促すことを

目標としつつ、子どもの内面にある関心、意欲

および態度を育もうとしていると述べており、

このような信念に裏付けられた実践的思考が重

要であると主張している。

これらの文献は、接続期における就学前教育

の課題を明らかにしている。保幼小連携が、小

１プロブレムという小学校における問題に対応

して注目されてきた経緯を踏まえつつも、その

カリキュラムには、小学校の先取りでなく「幼

児教育の独自性」を守りながら、「学びの連続

性」や「円滑な連携」が求められている。さら

に、その実現には、子どもの姿や内面（関心、

意欲、態度）に注意を向ける必要がある。

４．保幼小連携の実態に関する調査研究

保幼小の連携活動の実態把握の試みている研
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究として、浅見（2010）の埼玉県・福島県の教

員・保育者への調査がある。この調査は、両県

における保幼小連携として、就学前と小学校の

子どもの交流（見学会、交流行事、行事参加）、

教員間の交流（情報交換会、相互参観）、園長・

校長の連携などが試みられている実態を明らか

にしている。その上で、これらはいずれも教育

委員会が主導したもので園や学校の自発性が低

いという課題を指摘している。

また、田中ほか（2018）は、都道府県および

政令指定都市を対象として、それらのホーム

ページの検索によって、幼小接続が教育計画に

位置付けられている自治体を調査し、モデル事

業や推進事業の報告、幼小双方のカリキュラム

を編成するための手引きの策定およびその公開

の有無について確認している。

さらに、野崎（2017）は、北海道内のA地

方の幼稚園、保育所、認定こども園および公立

小学校を対象に質問紙調査を実施している。そ

の結果、保幼小連携の中でもカリキュラム改善

という観点での交流は十分に進んでいるとは言

えないこと、接続教育については、幼稚園・保

育所などで独自に取り組まれているものの、小

学校教諭との協議は不十分であること、幼稚

園・保育所と小学校双方の理解が不足している

ため、課題認識の共有や、そのための園長・校

長のリーダーシップ、研修が行える環境・制度

の確保が課題であることを指摘している。

　これらの調査はいずれも、保幼小連携の実態

の理解を進めるものであるが、その内容から、

保幼小の連携には、当該自治体（行政）、保育

所・幼稚園および小学校（現場）の各セクショ

ンにおける積極的・自主的な取り組みともに、

行政と現場、あるいは現場間における連携が不

可欠であることが理解できる。

５．保幼小連携に関する行政の取り組み事例

の検討

　ここでは、各自治体における保幼小連携の実

践に注目するのではなく、それらの実践がどの

ような視点で評価されているかに着目して整理

する。

佐藤・菱田（2017）は、埼玉県草加市の幼小

接続期プログラムについて注目し、接続期を５

歳児10月から小学校１年生１学期までとして、

幼児期終了前６か月のアプローチカリキュラム

は、小学校の先取りをするのではなく、幼児期

にふさわしく、小学校という新環境に適応した

り、環境の変化を乗り越えたりする基礎となる

力が培われる経験をさせていることを紹介して

いる。さらに、幼児教育で身につけた力が、小

学校で必ず役に立つという希望的観測ではな

く、「就学前までに身につける力」を具体的な

活動によって明確化し、小学校教育にどのよう

に接続するのかを示した指導計画が作成されて

いることを評価しつつ、幼稚園と小学校の教員

が、幼稚園修了時の園児の姿を共有できるかが

課題であると述べている。

同じく草加市のアプローチカリキュラムに関

する教育活動上の位置づけや運用の仕方を抽出

し、その目的、背景を整理している藤谷・橋本

（2017）は、「就学前までに身につけたい力」が

明確化されていると評価する一方で、アプロー

チカリキュラムにおける時系列の配置が示され

ていないなど、全体像が見えにくいこと、幼児

教育は小学校教育の下請けではないとしつつ

も、小１プロブレム解消を目的としているた

め、交流をアプローチカリキュラムと捉えてい

ることを指摘している。特に、カリキュラムが

５歳児10月から始まるものの、それに至るまで
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の発達の様相など前後のつながりが読み取りに

くいという指摘は、小学校教育の先取りではな

い「幼児教育の独自性」を守りつつ、「学びの

連続性」や「円滑な連携」が求められるという

課題に踏み込んだものである。また、大分県教

育委員会のアプローチカリキュラムについての

言及では、カリキュラムが小学校の先取りにな

らないようにしているものの、交流活動の計画

立案が小学校主導で進められており、交流活動

につながるまでの途中経過や、発達の様相がわ

かりにくいことを指摘している。接続教育にお

いては幼小間で温度差があり、小１プロブレム

解消が目的であれば、幼稚園自体の直接的な教

育目標にならない中で、単なる交流活動を幼小

連携と捉えている側面が強いとの指摘もある。

一方、神奈川県横浜市のアプローチカリキュラ

ムについては、小１プロブレムの解決を前面に

押し出したものではないとして、日常の保育で

意識的・計画的に小学校へ移行できるよう活動

を進めている点を評価している。さらに、これ

ら３つの自治体の取り組みを総括して、アプ

ローチカリキュラムが５歳児後期の短期間に限

定されていることに触れ、入園からアプローチ

カリキュラム開始前までの内容と併せて、幼稚

園修了時までに育むべき子ども像を考えること

の必要性が強調されている。

H市の取り組みについて注目している成田ほ

か（2016）は、同市教育委員会の調査研究事業

とその成果をもとにした行政通知によって連携

の推進が図られたことを明らかにし、「幼保小

連携教育研修会」の設置とそこでのスタートカ

リキュラム編成の取り組みを紹介している。ア

プローチカリキュラムの編成については、今後

の課題として取り上げられているが、具体的

に、各園・各校で取り組むべきことと市全体と

して行政が取り組むべき課題を整理し、提言し

ている。

藤谷・橋本（2017）と同じく横浜市の事例を

検討している田中ほか（2018）は、併せて行っ

た仙台市の取り組みの分析との総括として、接

続期カリキュラムに係る政策、モデルカリキュ

ラムが「導入のしやすさ」を意識して作業が進

められたことに基づいて、行政が行うマネジメ

ントおよびカリキュラムマネジメントの重要性

について指摘している。さらに、このような先

進事例の他の自治体への汎用性が課題であると

も述べている。

　この他にも、濱田ほか（2019）によって、行

政（県）による研究指定が「きっかけ」となっ

て、小学校と幼稚園の間で接続カリキュラムの

作成と実施がなされた例が紹介されているが、

保幼小連携における当該自治体（行政）のリー

ダーシップは必要不可欠である。さらにこのよ

うな自治体と就学前・小学校の各現場との連携

を「きっかけ」を通して、現場間の連携をどの

ように継続していくかが課題と思われる。

６．アプローチカリキュラムの検証

ここでは、実際に保育・幼児教育の現場で実

践されているアプローチカリキュラムについて

検討を試みた研究について整理する。

佐藤・菱田（2017）は、O幼稚園およびその

近隣保育所による小学校との交流プログラムに

ついて検討し、O幼稚園の精力的なカリキュラ

ムマネジメントを評価する一方で、小学校での

具体的な活動を見通した実践とは言い難いと指

摘している。さらに、この問題の解決には、幼

小それぞれの全体計画のオープン化や、合同研

究会の開催が課題であると述べており、アプ
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ローチカリキュラムの具体化において園単独の

取り組むことの限界が示唆されている。

横山ほか（2013）は、幼児期の教育の独自性

を活かしたアプローチカリキュラム作成の重要

性という観点でN県N幼稚園５歳児の教育課

程と指導計画を分析している。その結果、指導

計画には「学びに向かう力」が組み込まれてい

ることを評価しつつも、５歳児の育ちは３、４

歳児の育ちの上に成立していることを認識し、

子どもたちが「遊び・活動・場」を作る援助を

行うために、場と時間を保証する援助が重要で

あると指摘している。さらに、子どもの中から

遊びや活動が生まれてくる時間を意識的に保障

し、じっくり待つ保育が必要であるとも述べて

いる。アップローチカリキュラムの作成におい

ては、就学前までに育てたい子どもの姿を描き

ながら、３，４歳児からの育ちのプロセスを辿

る必要があるという指摘もある。幼児教育の独

自性を確保しつつ、小学校への学びの継続性を

考慮するならば、接続教育を意識したカリキュ

ラムは、入学前の一定期間にのみ実施されるの

ではなく、幼児期を通して検討するべきという

示唆は重要である。

三浦（2016）は、小1プロブレム予防を目的

としたA幼稚園の５歳児（n=70）を対象とし

たアプローチカリキュラムの有効性について検

討している。５歳児の１～３月期に三浦ほか

（2013）に基づく40の題材を導入し、効果の確

認は「平仮名読み」「名前書き」「数字の読み」「数

字の復唱」「左右の区別」「人間の描写」の検査を

プログラム前後に実施し、その点数の比較に基

づいた検討を行っている。その結果、すべての

検査においてプログラム終了時に得点の伸びが

認められ、保育活動プログラムの学習効果が認

められたことを報告している。

岡花ほか（2016）は、X保育園におけるアプ

ローチカリキュラムとしての「学校ごっこ」実

践に対する事例を質的に分析している。「学校

ごっこ」とはあくまで遊びであるが、それは自

発的なものではなく、保育者が組織化した遊び

に子どもたちが乗るという特徴を有している。

そして、小学校で求められる力が育ったか否か

は評価の観点にはならないとした上で、小１プ

ロブレムを解決するためのツールではなく、

「学校ごっこ」を通して遊びを楽しむプロセス

に意味を見出している。従来の保幼小連携の枠

組みで実施される交流活動が、実際の（現実の）

小学校に出向いて遊ぶことを経験するのに対し

て、「学校ごっこ」は想像世界の学校を遊ぶ経

験である。そのため、遊ぶことを通して学校で

の振る舞いや教師や学習への向き合い方を、先

生役の保育者を通して経験し、小学生としての

自分を演じることが、学校世界への歩みを進め

るきっかけとなる点に、その意義が見出せる。

藤谷・橋本（2018）は造形活動を題材とした

アプローチカリキュラムの実践事例について考

察している。まず、大分県国東市立安岐中央幼

稚園における小学校との交流を中心とした活動

では、行事を軸にしたカリキュラムになってい

る現状を踏まえ、幼稚園での体験の積み重ねを

想定した題材や幼小間の生活体験のつながりが

見えにくく、小学校の学習・生活への適応が重

視されていると指摘する。さらに、アプローチ

カリキュラムにおける造形活動の位置づけは行

事のための製作となっているとも述べている。

また、同じ大分県の佐伯市立鶴岡幼稚園につい

ては、アプローチカリキュラムの中に造形活動

が組み込まれてはいるものの、中心的な活動で

はなく小学校準備としての手段に位置付けられ

ていると指摘している。さらに、このように小
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学校の学習内容の先取りを意識しすぎたアプ

ローチカリキュラムとしての造形活動は、幼児

期に目指すべき造形活動の姿を失わせる可能性

があることを危惧している。

小１プロブレムの問題が、学校という幼児に

とって異文化への適応力によって解決されるな

らば、岡花ほか（2016）の示唆は重要なもので

ある。他方、小学校入学後の不適応が学力問題、

特に学びの不連続性に起因する場合、三浦

（2016）の成果は重要な知見となる。しかしな

がら、岡花ほか（2016）や三浦（2016）のよ

うにアプローチカリキュラムなど、保幼小連携

に関する教育活動の成果を科学的に検証した研

究は未だ少ない。むしろ、藤谷・橋本（2018）

が指摘するように、現場による主体的な取り組

みが多く、多くの課題を有しているのが現状で

ある。カリキュラムの開発について、現場と研

究者が連携して実践・検証した成果を蓄積して

いくことが今後の課題と思われる。

７．まとめ

保幼小連携の中でも、アプローチカリキュラ

ムについて言及しているともわれる研究論文に

ついて、アプローチカリキュラムの考え方、実

態調査、行政および現場における取り組みに対

する分析・評価という視点で整理した。保幼小

連携の出発点は小１プロブレムにあることは否

定できないが、小学校という環境に適応し、文

化の違いを受け入れさせることと、「学び」に

着目しつつ、小学校の準備教育ではないことを

前提とした「連続性」や、遊びの中にある「学

びの芽生え」を大切にした保育の必要性（無藤，

2011）という観点は重要である。しかしながら、

ほとんどの文献において、カリキュラムの具体

化において苦慮している現場の実態が確認され

た。また、自治体（行政）のリーダーシップに

基づく就学前・小学校（現場）との連携ととも

に、現場間での連携が大きな課題と思われる

が、「幼小連携は他の異校種連携に比して『実

践の省察』と『対話』の機会が少なく、連携が

容易に進まない」という指摘もある（木村，

2019）。さらに、カリキュラムの有効性につい

て検証している研究が少ないことから、保育者

養成を行う大学等の教育研究機関においては、

行政と現場および現場間の連携への関与や、カ

リキュラムの科学的検証およびその改善に資す

るための検証結果の現場へのフィードバックの

役割が求められる。大学が地域の保育・幼児教

育の質の向上に寄与するためには、これらを実

現するシステムの構築が直近の課題と思われ

る。

付記

本稿は、2018年度福岡県立大学附属研究所

研究奨励交付金（附属研究所重点領域研究）に

よる助成研究（研究科題名「小規模自治体にお

ける保育・幼児教育の質向上への優れた取り組

み調査」研究代表者：古橋啓介）の成果のうち、

筆頭著者が担当した内容を加筆・再編したもの

である。
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